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輸出物品販売場許可申請書

一般型用

平成年月日 -税務署長殿 ��ﾂ�����"�(フリガナ) 納税地 ��
(〒) (電話番号) 

(フリガナ) 氏名又は 名称及び 代表者氏名 ��

印 

下記のとおり､消費税法施行令第18条の2第2項第1号に規定する一般型輸出物品販売場として消 
費税法第8条第6項の許可を受けたいので､申請しますo 

販売場の所在地 宙�r忠6H掣MHﾘb��

販売場の名称 傀ｨｨﾒ�税務税務署 
署名 

許可を受けようとする販売場は手続委託型輸出物品販売場の許可を受けている○ '注'手続委託型輸出物品販売場として許可を受けている販売場が一般型輸出物品販売場の許可を受けたEj汚いVkl 場合､手続委託型輸出物品販売場の許可の効力は失われます○ 

参考事項 ��

税理士署名押印 �2�

(電話番号) 

※上記の申請について､平成-午-月-日付で､消費税法施行令第18条の2第2項第1号に規定する 
一般型輸出物品販売場として消費税法第8条第6項の許可をしますo 

第号 

平成年月日税務署長印 

器≡≡L-/ +. ��騫ﾙMHﾘb� 兀InYMHﾘb� ��

申請年月日 僖霾�?｢�入力処理 僖霾�?｢���I*��騫ﾒ�年月日 

注意　1.この申請書は､納税地の所轄税務署長に2通提出してください｡
2. ※印欄は､記載しないで下さい｡

3.許可を受けようとする販売場が2以上ある場合には､販売場の所在地及び名称､所轄税務署名は適宜
の様式に記載して添付してください｡



輸出物品販売場許可申請書(一般型用)の妃載要領等

輸出物品販売場許可申請書(一般型用)は､一般型輸出物品販売場を開設しようとする事業者(消費税の課税事業

者に限ります｡ )が､一般型輸出物品販売場の許可を受けようとする場合に提出するものです(法8⑥､令18の2①､

規則10①-) 0

なお､申請書は､事業者の納税地を所轄する税務署長に2通提出してください｡

(注) 1　手続委託型輸出物品販売場の許可を受けようとする場合には､ ｢輸出物品販売場許可申請書(手続委託型

用) (第20-(2)号様式) ｣により申請してくださいo

なお､ -の販売場については､一般型輸出物品販売場又は手続委託型輸出物品販売場のいずれかの許可

しか受けることができません｡

2　輸出物品販売場の許可には､一定の審査期間を要しますので､余裕を持って申請書を提出してください｡

3　許可を受けている輸出物品販売場について､消費税法第8条第1項の規定の適用を受ける必要がなくなっ

た場合には､ ｢輸出物品販売場廃止届出書(第21-(1)号様式) Jを提出する必要があります(令18の2⑬) 0

4　許可を受けている輸出物品販売場を移転した場合には､移転前の輸出物品販売場について｢輸出物品販売

場廃止届出書｣を提出するとともに､移転先の販売場について新たに輸出物品販売場の許可を受ける必要が
あります｡

【肥戴要領】
(1) ｢販売場の所在地｣及び｢販売場の名称｣欄には､許可を受けようとする販売場の所在地及び販売場の名称(店

舗名)を記載します｡

また､ ｢所轄税務署名｣欄には､許可を受けようとする販売場の所在地を所轄する税務署名を記載します｡

なお､許可を受けようとする販売場が2以上ある場合には､販売場の所在地､名称及び所轄税務署名は適宜の

様式に記載して添付してください｡

(2)許可を受けようとする販売場が手続委託型輸出物品販売場の許可を受けているかどうかを確認し､ ｢はい｣又

は｢いいえ｣にチェックしてください｡

(注)手続委託型輸出物品販売場として許可を受けている販売場が一般型輸出物品販売場の許可を受けた

場合､手続委託型輸出物品販売場の許可の効力は失われます｡

【添付霊類】
許可申請書に添付すべき書類については､ ｢輸出物品販売場許可申請書添付書類自己チェック表(一般型用)｣に

より確認してください｡



第20- (2)号様式
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輸出物品販売場許可申請書

手続委託型用

平成年月日 -税務署長殿 ��ﾂ�����"�(フリガナ) 納税地 ��
(〒) (電話番号) 

(フリガナ) 氏名又は 名称及び 代表者氏名 ��

印 

下記のとおり､消費税法施行令第18条の2第2項第2号に規定する手続委託型輸出物品販売場とし 
て消費税法第8粂第6項の許可を受けたいので､申請しますo 

販売場の所在地 宙�r忠6I�)MHﾘb��

販売場の名称 傀ｨｨﾒ�税務 劔�Yk����
署名 

特定商業施設の区分 ����ⅹ5挨��Xｻｹ�xﾘyd��c(���c�ﾘ�,亢ｹ.�+x.傅I5挨��Xｻｹ�xﾘx,ﾉ.悪ﾈ,�.�-�.x.ｨ+ﾙ&霎b�

□2中小企業等協同組合法第3条第1号に規定する事業協同組合の定款に定められた地 
区に所在する事業者が近接して事業を営む地域でその大部分に-の商店街が形成さ 
れている地域 

□3大規模小売店舗立地法第2条第2項に規定する大規模′j､売店舗 
ロ4一棟の建物(上記3に該当するものを除く○) 

消費税法施行令第18条の2第5項の規定の適用を受ける特定商業施 劍8ﾘ,ﾘ*"�
設である○ 

特定商業施設の所在地 ��

特定商業施設の名称 ��

承認免税手続事業者の 氏名又は名称 ��

承認免税手続事業者の 納税地 ��

許可を受けようとする販売場は一般型輸出物品販売場の許可を受けている○ 劔□はい 

(注)一般型輸出物品販売場として許可を受けている販売場が手続委託型輸出物品販売場の許可を受けた 劔□いいえ 
場合､一般型輸出物品販売場の許可の効力は失われます. 

参考事項掌理妄印 
押印(電話番号) 

※上記の申請について､平成-午-月-日付で､消費税法施行令第18条の2第2項第2号に規定する 

手続委託型輸出物品販売場として消費税法第8条第6項の許可をします○ 

第号 

平成年月日税務署長印 

整理番号 ��部門番号 �� 

申請年月日 僖霾�?｢�入力処理 僖霾�?｢���I*��騫ﾒ�年月日 

注意　1.この申請書は､納税地の所轄税務署長に2通提出してください｡
2. ※印欄は､記載しないで下さい｡

3.許可を受けようとする販売場が2以上ある場合には､販売場の所在地及び名称､所轄税務署名は適宜
の様式に記載して添付してください｡



輸出物品販売場許可申辞轟く手続委託型用)の妃載要領等

輸出物品販売場許可申請書(手続委託型用)は､手続委託型輸出物品販売場を開設しようとする事業者(消費税の

課税事業者に限ります｡ )が､手続委託型輸出物品販売場の許可を受けようとする場合に提出するものです(法8⑥､

令18の2(丑､規則10①二) 0

なお､申請書は､事業者の納税地を所轄する税務署長に2通提出してください｡

(注) 1　一般型輸出物品販売場の許可を受けようとする場合には､ ｢輸出物品販売場許可申請書(一般型用) (第

20-(1)号様式) ｣により申請してください｡なお､ -の販売場については､一般型輸出物品販売場又は手続

委託型輸出物品販売場のいずれかの許可しか受けることができません｡
2　輸出物品販売場の許可には､一定の審査期間を要しますので､余裕を持って申請書を提出してください.

3　許可を受けている輸出物品販売場について､消費税演第8条第1項の規定の適用を受ける必要がなくなっ

た場合には､ ｢輸出物品販売場廃止届出書(第21-(1)号様式) ｣を提出する必要があります(令18の2⑬) 0

4　許可を受けている輸出物品販売場を移転(許可を受けた手続委託型輸出物品販売場が所在する特定商業施設内で

の販売湯の移転を除きます｡)した場合には､移転前の輸出物品販売場について｢輸出物品販売場廃止届出書｣

を提出するとともに､移転先の販売場について新たに輸出物品販売場の許可を受ける必要があります｡
5　許可を受けている手続委託型輸出物品販売場を当該販売場が所在する特定商業施設内で移転する場合に

は､新たに許可を受ける必要はなく､その移転する日の前日までに｢手続委託型輸出物品販売場移転届出書

(第20-(3)号様式) ｣を提出する必要があります(令18の2③) 0

6　手続委託型輸出物品販売場に係る免税販売手続を行う承認免税手続事業者が変更となる場合には､改めて

手続委託型輸出物品販売場の許可を受ける必要があります｡

【把載要領】
(1) ｢販売場の所在地｣及び｢販売場の名称｣欄には､許可を受けようとする販売場の所在地及び販売場の名称(店

舗名)を記載します｡

また､ ｢所轄税務署名｣欄には､許可を受けようとする販売場の所在地を所轄する税務署名を記載します｡

なお､ -の特定商業施設内で許可を受けようとする販売場が2以上ある場合には､販売場の所在地､名称及び

所轄税務署名は適宜の様式に記載して添付してください｡

(2) ｢特定商業施設の区分｣欄は､許可を受けようとする販売場が所在する特定商業施設の区分にチェックします｡

なお､許可を受けようとする販売場が所在する特定商業施設が､消費税法施行令第18条の2第5項の規定の適

用を受けるものである場合には､ ｢はい｣にチェックしてください｡

(3) ｢特定商業施設の所在地｣及び｢特定商業施設の名称｣欄には､許可を受けようとする販売場が所在する特定

商業施設の所在地及び名称(施設名､商店街名等)を記載します｡
なお､ (2)で｢はい｣にチェックした場合には､消費税法施行令第18条の2第5項の規定の適用を受ける特定商

業施設の所在地及び名称(例: ○○商店街及び△△商店街)を記載します｡

匝) ｢承認免税手続事業者の氏名又は名称｣及び｢承認免税手続事業者の納税地｣欄には､許可を受けようとする

販売場における免税販売手続の代理に関する契約を締結した承認免税手続事業者の氏名又は名称及び納税地を記

載します｡

(5)許可を受けようとする販売場が一般型輸出物品販売場の許可を受けているかどうかを確認し､ ｢はい｣又は｢い
いえ｣にチェックしてください｡
I-------I-I-I----------I-ll-Ill---------I------------I-1111-I-------A---------I-------I-I-Ill--1

: (注)一般型輸出物品販売場として許可を受けている販売場が手続委託型輸出物品販売場の許可を受けた:

三二三二一二I-_ I-_-∴~~:__-_-_I--:-=I ∴二-_1-

;　※許可日は､記載していただいた日以後となることもありますのでご了承くださいo　　　:

【添付暮類】
許可申請書に添付すべき書類については､ ｢輸出物品販売場許可申請書添付書類自己チェック表(手続委託型用)｣

により確認してください｡


